
 

 

平成 22 年 12 月 22 日 

各 位 

会 社 名  SBI ネットシステムズ株式会社 

代 表 者 名  代表取締役社長 内山 昌秋 

（コード番号 2355 東証マザーズ） 

問 い合 せ先  経 営 企 画 部 長 前田 真嗣 

電 話 番 号  03-5206-3081（代表） 

    

((((訂正訂正訂正訂正))))    「「「「平成平成平成平成 19191919 年年年年 3333 月期月期月期月期    第第第第 1111 四半期財務四半期財務四半期財務四半期財務・・・・業績業績業績業績のののの概況概況概況概況（（（（連結連結連結連結）」）」）」）」のののの一部訂正一部訂正一部訂正一部訂正についてについてについてについて    

 

当社は、平成 22 年 12 月 10 日付「外部調査委員会調査報告書の受領に関するお知らせ」において、過

年度決算訂正につきまして、確定次第速やかに開示する旨、お知らせいたしました。 

このたび、その具体的な訂正内容が確定いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

なお、訂正箇所が多岐にわたっており正誤表による形式では分かりづらくなることから、訂正前と訂正後の

全文をそれぞれ添付し、訂正箇所には下線  を付して表示しております。 

 

記 

1． 訂正の経緯 

平成 22 年 7 月 28 日付「当社の前身である旧株式会社シーフォーテクノロジーにおける会計処理に関

する調査委員会の設置について」及び平成 22 年 12 月 10 日付「外部調査委員会調査報告書の受領に

関するお知らせ」をご参照ください。 

 

2． 訂正を行う決算短信の概要 

決算期  平成 19 年 3 月期 第 1 四半期 

公表日  平成 18 年 8 月 15 日 

 

以 上 
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平成平成平成平成 19191919年年年年 3333月期月期月期月期        第第第第 1111四半期財務四半期財務四半期財務四半期財務・・・・業績業績業績業績のののの概況概況概況概況（（（（連結連結連結連結））））    

    平成 18年 8月 15日   

上場会社名 株式会社シーフォーテクノロジー 
（コード番号：2355 東証マザーズ） 

（ＵＲＬ http://c4t.jp/ ）   

問 合 せ 先       代表者役職・氏名 代表取締役社長     三住 光男  
              責任者役職・氏名 専務取締役経営企画室長 安斉 浩子 TEL：（ 03 ）5447 ― 2551 
 
１．四半期連結財務情報の作成等に係る事項 

① 四半期連結財務諸表の作成基準 ： 中間連結財務諸表作成基準 
② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無 
③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ： 有 
     （内容） 

 

④ 会計監査人の関与 ： 有 
   四半期連結財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開

示等に関する規則の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基
準」に基づく意見表明のための手続きを受けております。 

 
２．平成 19年 3月期第 1四半期財務・業績の概況（平成 18年 4月 1日 ～ 平成 18年 6月 30日） 
(1) 連結経営成績の進捗状況                        （百万円未満切捨） 

 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      四 半 期 
純 利 益       

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 

19年３月期第１四半期 211 181.3 △238   － △247  － △248   － 

18年３月期第１四半期 75   － △222   － △233   － △234   － 

(参考)18年３月期 910  － △403  － △404  － △445  － 

 

 
１株当たり四半期 

純利益 

潜 在 株 式 調 整 後           
１株当たり四半期 

純利益 

 円    銭 円    銭 

19年３月期第１四半期 △4,316  06 － 

18年 3月期第 1四半期 △4,132    09 － 

(参考)18年３月期 △7,847  81 －  － 

（注）売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示す 
  
［連結経営成績の進捗状況に関する定性的情報等］ 

当第 1 四半期におけるわが国経済は、設備投資の拡大や雇用情勢の改善、また堅調な個人消費により、

景気は引続き回復基調にありました。 

当社グループの属する情報セキュリティ業界におきましては、平成 21年 3月期より適用される日本版

SOX 法への取組みが上場企業で始まり、財務情報管理に関するセキュリティ・ニーズが顕在化する等、

情報セキュリティ対策への投資は増加傾向にありました。 

このような中で、当社グループといたしましては、「アライアンスパートナー戦略」及び「製品ライン

アップ拡充戦略」を基本戦略として、資本投入によるグループ企業の拡大を図る「グループ戦略」を推進

しております。その一環として、本年 4月には、セキュリティ製品開発を担うイージーシステムズ株式会

社（現 株式会社 シーフォー システムデザイン）を子会社化し、同じく 4 月には情報セキュリティ・コ

ンサルティングを専門とする株式会社 シーフォー ビジネスコンサルティング（出資比率 100%）を、5

月には情報セキュリティ・コンサルティングに関するトータル・マネジメントを行う株式会社 シーフォ

ー & パソナテック マネージメントサービス（出資比率 60%）の２社を新たに設立いたしました。さら

に、「グループ戦略」推進に向け、有望なベンチャー企業への投資を行なうため、CMS投資事業組合への

出資契約を締結いたしました。以上が当第 1四半期より新たな連結対象となりました。 

・連結（新規）４社 ・持分法（新規）－社（除外）－社 
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また、当社は、情報セキュリティのコア技術の研究開発とライセンスビジネス、ならびにグループの司

令塔として、株式会社 シーフォー セールスサポート（旧 株式会社セーフリード）は、グループの製品

販売の主軸として、それぞれグループ各社の役割と責任を明確化した体制を確立いたしました。これによ

り、「情報セキュリティのトータル・ソリューション・プロバイダー」の実現へ着実に前進いたしました。 

これらの結果、情報セキュリティ製品の拡販に努めたことや、イージーシステムズ株式会社（現 株式

会社 シーフォー システムデザイン）等の新規連結に伴い、売上高は前年同期比 181.3%増の 2億 11百万

円となりました。 

ソフトウェア償却費や人件費等の固定費負担、また、当第１四半期に設立しました子会社においては、

事業開始に伴う先行投資もあり、営業損失は 2億 38百万円 (前年同期営業損失 2億 22百万円)、経常損

失は 2億 47百万円(前年同期経常損失 2億 33百万円)、第１四半期純損失は 2億 48百万円(前年同期四半

期純損失 2億 34百万円)となりました。 

なお、個別財務諸表数値につきましても、製品販売が伸びたことにより売上高が増加し、当第１四半期

の売上高は 1億 94百万円（前年同期比 186.8%増）となりました。これにより、営業損失は 1億 5百万

円 (前年同期営業損失 1億 94百万円)、経常損失は 1億 41百万円(前年同期経常損失 1億 95百万円)、第

１四半期純損失は 1億 42百万円(前年同期四半期純損失 1億 96百万円）となりました。 
 
(2) 連結財政状態の変動状況 

 総 資 産 純資産 自己資本比率 
１株当たり 

純資産 
 百万円 百万円 ％ 円    銭 

19年３月期第１四半期 5,172 921 17.0 15,245  97 

18年 3月期第 1四半期 1,998 1,322 66.2 23,334    97 

(参考)18年３月期 4,868 1,121 23.0 19,691  09 

    
(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 

19年３月期第１四半期 81 △898 △15 1,526 

18年３月期第１四半期 △47 △192 △73 110 

(参考)18年３月期 △545 △844 2,773 1,808 

 
［連結財政状態の変動状況に関する定性的情報等］ 

当第 1四半期末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前期末と比べ２億 81百万

円減少の 15億 26百万円となりました。 

当第 1四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果獲得した資金は、81百万円となりました。主な要因は、売上債権の減少であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、8 億 98 百万円となりました。主な要因は、投資有価証券の取得、

資金の貸付及びソフトウェアの取得による支出であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、15百万円となりました。主な要因は、借入金の返済と社債の償還に

よる支出であります。 
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３．平成 19年 3月期の連結業績予想（平成 18年 4月 1日 ～ 平成 19年 3月 31日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

中  間  期 1,210 △62 △65 

通     期 4,050 160 145 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）2,518円 47銭 
 

［業績予想に関する定性的情報等］ 

当社グループの属する情報セキュリティ業界におきましては、企業の情報保護対策や、事業継続の確保

等の観点から、今後も情報セキュリティ技術の活用がますます促進されるものと思われます。 

このような経営環境のもと、当社グループは、基本戦略である「アライアンスパートナー戦略」及び「製

品ラインアップ拡充戦略」と、「グループ戦略」の推進に注力し、グループ機能強化による効率的な事業

体制を構築し、新規アライアンスパートナーの獲得による販売チャネルの拡大、市場ニーズに合致した製

品・サービスの提供力の向上により、中期経営計画で掲げた「情報セキュリティのトータル・ソリューシ

ョン・プロバイダー」を実現してまいります。 

 

当社では、本年 6月 30日に発表しております「株式交換による株式会社コアサイエンスの完全子会社

化に関するお知らせ」におきまして、同社（現 株式会社 シーフォー ビジネスインテグレーション）が

連結対象となり、同社の損益が下期から連結損益計算書に反映されるため、通期の連結業績予想の修正（売

上高 39億 50百万円、経常利益 1億 54百万円、当期純利益 1億 44百万円）を開示しておりますが、こ

のたび、同社の子会社化に伴う相乗効果を考慮し、あらためて、通期の連結業績予想を、上記のとおり売

上高 40億 50百万円、経常利益 1億 60百万円、当期純利益 1億 45百万円に修正いたしました。 

なお、中間期におきましては、同社の損益は反映されませんので、中間期の連結業績予想につきまして

は、本年 5月 17日に公表しております業績予想に変更はございません。 

 

また、個別の業績予想につきましても、株式会社 シーフォー ビジネスインテグレーションの子会社化

に伴う当社製品・サービスの販売拡大による売上高の増加を見込んでおります。一方で、当社のグループ

戦略推進の一環として、各社の機能集約化を図るため、当社において行なっていた受託開発業務等を株式

会社 シーフォー ビジネスインテグレーションに移管することを予定しており、これによる相殺分を勘案

した結果、個別の業績予想の変更は行なわないことといたしました。 

 

※上記予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、リスクや不確定

要素等の要因が含まれており、実際の業績は上記予想数値と異なる可能性があります。 
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四半期連結財務諸表等四半期連結財務諸表等四半期連結財務諸表等四半期連結財務諸表等    

(1) 四半期連結貸借対照表 

 

 

 

第９期第１四半期 

連結会計期間末 

（平成17年6月30日現在） 

第10期第１四半期 

連結会計期間末 

（平成18年6月30日現在） 

前事業年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成18年３月31日現在） 

科目 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(資産の部)       
   

Ⅰ 流動資産           

 １ 現金及び預金   175,970   1,551,539   1,833,385  

 ２ 売掛金   95,686   317,227   357,576  

 ３  たな卸資産   93,300   236,607   145,269  

 ４ 短期貸付金   120,498   457,205   433,761  

 ５ その他   52,651   290,536   565,153  

   貸倒引当金   ―   △42,272   △14,500  

   流動資産合計   538,106 26.9  2,810,844 54.3  3,320,646 68.2

Ⅱ 固定資産        

 １ 有形固定資産 ※1  55,151 2.8  50,706 1.0  45,452 0.9

 ２ 無形固定資産        

    (１)ソフトウェア   1,019,710  1,044,612  974,028 

  (２)連結調整勘定   ―  90,307  ― 

    (３)その他   702  654  122 

無形固定資産合計   1,020,413 51.0  1,135,575 22.0  974,151 20.0

 ３ 投資その他の資産        

(１)投資有価証券   223,565  991,701   458,315  

  (２)長期性預金   100,000   ―   ―  

    (３)その他   61,414   198,703   70,027  

    貸倒引当金   ―   △15,244   ―  

投資その他の資産合計   384,979 19.3  1,175,160 22.7  528,342 10.9

   固定資産合計   1,460,543 73.1  2,361,442 45.7  1,547,946 31.8

   資産合計   1,998,650 100.0  5,172,287 100.0  4,868,592 100.0
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第９期第１四半期 

連結会計期間末 

（平成17年6月30日現在） 

第10期第１四半期 

連結会計期間末 

（平成18年6月30日現在） 

前事業年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)  
         

Ⅰ 流動負債          

 １ 買掛金   39,324  202,724   221,058 

 ２ 短期借入金 ※２  66,668  ―   ― 

３ 一年以内返済 

長期借入金 

 

 
 98,270  119,304   72,600 

  ４ 一年以内償還社債   40,000  40,000   40,000 

 ５ 賞与引当金   5,250  3,660   9,240 

  ６ 仮受金   －  443,825   － 

 ７ その他   76,122  116,378   129,764 

   流動負債合計   325,635 16.3  925,892 17.9  472,663 9.7

Ⅱ 固定負債         

  １  社債   280,000  240,000   260,000 

 ２ 転換社債型 

新株予約権付社債 
  ―  3,000,000   3,000,000 

 ３  長期借入金   67,100  84,621   14,900 

 ４ その他   2,962  ―   ― 

   固定負債合計   350,062 17.5  3,324,621 64.3  3,274,900 67.3

   負債合計   675,697 33.8  4,250,513 82.2  3,747,563 77.0

         

（純資産の部）         

Ⅰ 株主資本         

 １ 資本金   ― ―  1,306,084 25.3  ― ―

 ２ 資本剰余金   ― ―  1,028,473 19.9  ― ―

 ３ 利益剰余金   ― ―  △1,454,171 △28.1  ― ―

 ４ 自己株式   ― ―  △2,605 △0.1  ― ―

   株主資本合計   ― ―  877,780 17.0  ― ―

Ⅱ 少数株主持分   ― ―  43,993 0.8  ― ―

   純資産合計   ― ―  921,773 17.8  ― ―

   負債、純資産合計   ― ―  5,172,287 100.0  ― ―
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第９期第１四半期 

連結会計期間末 

（平成17年6月30日現在） 

第10期第１四半期 

連結会計期間末 

（平成18年6月30日現在） 

前事業年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成18年３月31日現在） 

科目 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

（少数株主持分）           

  少数株主持分   ― ―  ― ―  ― ―

          

(資本の部)          

Ⅰ 資本金   1,298,817 65.0  ― ―  1,306,084 26.8

Ⅱ 資本剰余金   1,014,312 50.8  ― ―  1,021,584 21.0

Ⅲ 利益剰余金   △994,416 △49.8  ― ―  △1,205,654 △24.8

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

  4,317 0.2  ― ―  ― ―

Ⅴ 自己株式   △78 △0.0  ― ―  △985 △0.0

    資本合計   1,322,952 66.2  ― ―  1,121,029 23.0

負債、少数株主持分 

及び資本合計 
  1,998,650 100.0  ― ―  4,868,592 100.0
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(2) 四半期連結損益計算書 

 

第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年６月30日 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

   至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 

   至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

          

Ⅰ 売上高   75,172 100.0 211,496 100.0  910,597 100.0

Ⅱ 売上原価   86,400 114.9 144,998 68.6  487,005 53.5

   売上総利益又は損失(△)   △11,227 △14.9 66,497 31.4  423,591 46.5

Ⅲ  販売費及び一般管理費       

 １ 役員報酬 24,970  40,840 97,371 

 ２ 給与手当 60,361  101,615 286,274 

 ３ 減価償却費 29,384  21,024 62,660 

 ４ 賞与引当金繰入額  3,501   2,841 5,730 

 ５ その他  93,072 211,290 281.1 138,629 304,951 144.2 374,975 827,012 90.8

   営業損失  222,518 △296.0 238,454△112.8  403,420 △44.3

Ⅳ 営業外収益      

 １ 受取利息  578   2,399  4,119 

 ２ 受取配当金  ―   183  ― 

 ３ その他  157 736 1.0 1,168 3,751 1.8 18,662 22,781 2.5

Ⅴ 営業外費用      

 １ 支払利息  1,239   2,667  7,255 

 ２ 社債利息  975   ―  ― 

 ３ 為替差損  ―   1,599  ― 

 ４ 持分法による投資損失  9,624  6,613 10,390 

 ５ その他  ― 11,839 15.8 2,275 13,155 6.2 6,041 23,687 2.6

   経常損失  233,621 △310.8 247,859△117.2  404,326 △44.4
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第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年６月30日 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

    

Ⅵ 特別利益    

１ その他特別利益 ※１ ― ― ― 870 870 0.4 ― ― ―

Ⅶ 特別損失      

１ 製品評価損  ―   ―  20,000 

２ 関係会社株式売却損  ―   ―  3,334 

３ 固定資産除却損 ※２ ―  759 738 

４ 貸倒引当金繰入額 ― ―  ― 759 0.4 14,500 38,573 4.2

税金等調整前第１四半期

(当期)純損失 
 233,621 △310.8 247,748△117.1  442,899 △48.6

法人税、住民税及び事業税  639   775  2,599 

法人税等調整額  ― 639 0.8 ― 775 0.4 ― 2,599 0.3

少数株主損失  ― ― 6 0.0  ― ―

第１四半期(当期)純損失  234,260 △311.6 248,517△117.5  445,498 △48.9
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(3) 四半期連結剰余金計算書 

  

 第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年６月30日） 

前連結会計年度の 

連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1,014,162  1,014,162 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１ 新株予約権の行使による新株の
発行 

 150  7,200  

２ 新株引受権の行使による新株の
発行 

 ― 150 222 7,422 

Ⅲ 資本剰余金第１四半期期末残高   1,014,312  1,021,584 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △760,156  △718,213 

Ⅱ 利益剰余金減少高      

 １ 第１四半期（当期）純損失  234,260  445,498  

２ 連結子会社増加による 
   利益剰余金減少高 

 ―  4,917  

３ 持分法適用会社増加による利益
剰余金減少高  

 ― 234,260 37,024 487,441 

Ⅲ 利益剰余金第１四半期期末残高   △994,416  △1,205,654 
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(4) 四半期連結株主資本等変動計算書 

第10期第１四半期連結会計期間(自 平成18年４月１日至 平成18年６月30日)       （単位：千円） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益 

剰余金 

 

資本金 

資本準備金 
資本剰余金 

合計 
利益準備金 

繰越利益 

剰余金 

利益剰余金 

合計 

自己株式 
株主資本 

合計 

前期末残高 1,306,084 1,021,584 1,021,584 100 △1,205,754 △1,205,654 △985 1,121,029 

当四半期 
変動額 

        

新株の発行 
（株式交換） 

― 6,888 6,888 ― ― ― ― 6,888 

四半期純損失 ― ― ― ― 248,517 248,517 ― 248,517 

自己株式 
の取得 

― ― ― ― ― ― △1,620 △1,620 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
― ― ― ― ― ― ― ― 

当四半期変動額 
合計額 

― 6,888 6,888 ― △248,517 △248,517 △1,620 △243,249 

当四半期末残高 1,306,084 1,028,473 1,028,473 100 △1,454,271 △1,454,171 △2,605 877,780 

 

 
少数株主 

持分 
純資産合計 

前期末残高 ― 1,121,029 

当四半期 
変動額 

  

新株の発行 
（株式交換） 

― 6,888 

四半期純損失 ― 248,517 

自己株式 
の取得 

― △1,620 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
43,993 43,993 

当四半期変動額 
合計額 

43,993 △199,256 

当四半期末残高 43,993 921,773 
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（5） 四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

  

第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度の要約連結 

キャッシュ・フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

 １ 税金等調整前第１四半期(当期) 

純損失 

 

 
△233,621 △247,748 △442,889 

 ２ 減価償却費  99,184 122,704 398,176 

 ３ 連結調整勘定償却額  ― 4,753 ― 

 ４ 賞与引当金の増加額（減少額△）  △3,390 △5,580 600 

 ５ 受取利息及び受取配当金  △578 △2,582 △4,119 

 ６ 支払利息  2,214 2,667 7,255 

 ７ 持分法による投資損失  9,624 6,613 10,390 

 ８ 固定資産除却損  ― 759 738 

 ９ 売上債権の減少額（増加額△）  90,814 161,149 △168,834 

10 たな卸資産の増加額  △33,017 △43,263 △84,986 

 11 仕入債務の増加額（減少額△）  △23,206 △70,839 158,526 

 12 その他  48,436 157,186 △412,789 

    小計  △43,537 85,819 △537,941 

 13 利息及び配当金の受取額  351 197 2,837 

 14 利息の支払額  △1,685 △2,147 △7,048 

 15 法人税等の支払額  △2,801 △2,340 △3,110 

 営業活動によるキャッシュ・フロー  △47,672 81,529 △545,263 

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー     

 １ 有形固定資産の取得による支出  △4,711 △4,084 △13,750 

 ２ 無形固定資産の取得による支出  △93,455 △63,304 △333,479 

 ３ 貸付による支出 △152,187 △286,000 △705,267 

 ４ 貸付金の回収による収入 61,818 700 301,636 

 ５ 投資有価証券の取得による支出 ― △540,000 △270,000 

 ６ 株式交換による子会社資金受入額 ― 34,862 ― 

 ７ その他  △4,020 △40,295 176,023 

 投資活動によるキャッシュ・フロー  △192,556 △898,121 △844,838 
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第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度の連結 

キャッシュ・フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー     

 １ 短期借入金の純減少額 △24,999 △1,300 △91,667 

 ２ 長期借入金の返済による支出 △28,733 △36,334 △106,603 

 ３ 社債の償還による支出 △20,000 △20,000 △40,000 

 ４ 株式発行による収入 300 ― 14,839 

 ５ 自己株式の取得による支出 ― △1,620 △906 

 ６ 少数株主に対する株式の 
発行による収入 

― 44,000 ― 

 ７ その他 ― ― 2,998,193 

 財務活動によるキャッシュ・フロー △73,432 △15,254 2,773,856 

Ⅳ  現金及び現金同等物の増加額（減少

額△） 
△313,661 △831,845 1,383,754 

Ⅴ  現金及び現金同等物の期首残高 424,631 1,808,385 421,918 

Ⅵ 新規連結に伴う現金及び現金同等物 
の増加額 

― 550,000 2,712 

Ⅶ 現金及び現金同等物の第１四半期末
(期末)残高 

※1 110,970 1,526,539 1,808,385 
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四半期連結財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数  １社 

  連結子会社の名称 

   ㈱セーフリード 

前連結会計年度において非連

結子会社であった㈱セーフリー

ドは、重要性が増したことによ

り、当第１四半期より連結の範

囲に含めて降ります。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数  ５社 

  連結子会社の名称 

㈱ シーフォー セールスサポ

ート（旧 ㈱セーフリード） 

㈱ シーフォー システムデザ

イン（旧 イージーシステム

ズ㈱） 

㈱ シーフォー ビジネスコン

サルティング 

㈱ シーフォー ＆ パソナテ

ック マネージメントサービ

ス 

ＣＭＳ投資事業組合 

㈱ シーフォー システムデザ

インは、当四半期連結会計期間

中に株式交換により完全子会社

となりましたため、当第１四半

期より連結の範囲に含めており

ます。 

㈱ シーフォー ビジネスコン

サルティングは、当四半期連結

会計期間中に当社の100%出資に

より設立したため、当第１四半

期より連結の範囲に含めており

ます。 

㈱ シーフォー ＆ パソナテッ

ク マネージメントサービスは、当

四半期連結会計期間中に株式会社

パソナテックとの合弁(出資比率

60％)により設立したため、当第１

四半期より連結の範囲に含めてお

ります。 

ＣＭＳ投資事業組合は、当四半

期連結会計期間中に出資契約を締

結したため、当第１四半期より連

結の範囲に含めております。 

なお、非連結子会社はありませ

ん。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

㈱セーフリード 

従来、非連結子会社であった

㈱セーフリードは、重要性が増

したことにより、当連結会計年

度より連結の範囲に含めており

ます。 

なお、非連結子会社はありま

せん。 
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第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した関連会社の数  

２社 

  持分法適用の関連会社の名称 

   ㈱カネット 

   ネクスト・イット㈱ 

  従来、関連会社であったメデ

ィカル・データ・ビジョン㈱は、

持分比率減少により関連会社で

はなくなったため、当第１四半

期より持分法適用の範囲から除

外しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した関連会社の数  

１社 

  持分法適用の関連会社の名称 

   ネクスト・イット㈱     

従来、関連会社であった㈱カ

ネットは、平成17年10月12日に

所有株式をすべて売却したこと

により関連会社ではなくなった

ため、当第１四半期より持分法

の適用の範囲から除外しており

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 持分法を適用しない関連会社の

名称 

   ＭＨＳダイニング㈱ 

  持分法を適用しない理由 

   持分法非適用関連会社は当四

半期連結会計期間中に持株比率

の増加により関連会社になりま

したが、第１四半期純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適用

から除外しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した関連会社の数 

２社 

持分法適用の関連会社の名称 

㈱カネット 

ネクスト・イット㈱ 

   従来、関連会社であった㈱カ

ネットは、平成17年10月12日に

所有株式をすべて売却したこと

により関連会社ではなくなった

ため、当下期より持分法の適用

の範囲から除外しております。 

   従来、関連会社であったメデ

ィカル・データ・ビジョン㈱は、

前期中において持分比率減少に

より関連会社ではなくなったた

め、当連結会計年度より持分法

適用の範囲から除外しておりま

す。 

    なお、持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会社はあり

ません。 

３ 連結子会社の四半期決算日等に

関する事項 

連結子会社の四半期決算日

は、四半期連結決算日と一致し

ております。 

３ 連結子会社の四半期決算日等に

関する事項 

   四半期決算日が四半期連結決

算日と異なる場合の内容等 

   連結子会社のうち、㈱シーフ

ォーシステムデザインの決算日

は９月末日であります。連結財

務諸表の作成にあたり、各子会

社の四半期決算日現在の財務諸

表を使用しております。ただし、

四半期決算日が四半期連結決算

日と異なる上記１社について

は、同社の仮決算に係る財務諸

表を使用しております。 

３ 連結子会社の四半期決算日等に

関する事項 

連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しており

ます。 
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第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

４ 会計処理基準に関する事項 ４ 会計処理基準に関する事項 ４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

①有価証券 

 ａその他有価証券 

  時価のあるもの 

   四半期連結会計期間末日の市

場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。 

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法を採

用しております。 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

①有価証券 

ａその他有価証券 

時価のあるもの 

           

   

 

 

 

時価のないもの 

同左 

 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

①有価証券 

ａその他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用

しております。 

  時価のないもの 

同左 

 ②デリバティブ 

      

②デリバティブ 

 時価法を採用しております。 

②デリバティブ 

同左 

③たな卸資産 

ａ製品 

先入先出法による原価法を採

用しております。 

ｂ仕掛品 

個別法による原価法を採用し

ております。 

 ｃ貯蔵品 

    最終仕入原価法を採用してお

ります。 

③たな卸資産 

ａ製品 

同左 

 

ｂ仕掛品 

同左 

 

 ｃ貯蔵品 

同左 

③たな卸資産 

ａ製品 

同左 

 

ｂ仕掛品 

同左 

 

 ｃ貯蔵品 

同左 

16

m-yokoyama
テキストボックス



―  ― 16

 

第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

①有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりです。 

建物     ８～18年 

工具器具備品 ２～15年 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

①有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりです。 

建物     ８～18年 

工具器具備品 ２～15年 

車両運搬具       ６年 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

①有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。 

建物     ８～18年 

工具器具備品 ２～15年 

②無形固定資産 

ａ市場販売目的のソフトウェア 

販売見込期間（３年）による定

額法を採用しております。 

ｂ自社利用目的のソフトウェア 

社内における見込利用可能期

間（５年）による定額法を採用し

ております。 

ｃ著作権 

社内における見込利用可能期

間（５年）による定額法を採用し

ております。 

②無形固定資産 

ａ市場販売目的のソフトウェア 

同左 

 

ｂ自社利用目的のソフトウェア 

同左 

 

 

ｃ著作権 

同左 

 

②無形固定資産 

ａ市場販売目的のソフトウェア 

同左 

 

ｂ自社利用目的のソフトウェア 

同左 

 

 

ｃ著作権 

同左 

 

③長期前払費用 

定額法を採用しております。 

③長期前払費用 

同左 

 

③長期前払費用 

同左 

 

(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

なお、当第１四半期会計期間に

おいて計上額はありません。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

       同左 

②賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるた

め、賞与支給見込額のうち当第１

四半期連結会計期間負担額を計上

しております。 

②賞与引当金 

同左 

②賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に充てる

ため、賞与支給見込額のうち当

連結会計年度負担額を計上して

おります。 
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第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

(4) 重要なヘッジ会計の方法 

①へッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。なお、特例処理の要件を満

たす金利スワップについては、特

例処理を採用しております。 

(4) 重要なヘッジ会計の方法 

①へッジ会計の方法 

同左 

(4) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワップ 

ヘッジ対象・・・借入金利息 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

③ヘッジ方針 

 金利変動リスクのヘッジ、資金

調達コストの低減等を目的として

金利スワップ取引を利用すること

としており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。 

③ヘッジ方針 

同左 

③ヘッジ方針 

同左 

④ヘッジの有効性評価の方法 

   特例処理の要件を満たす金利ス

ワップについては、ヘッジの有効

性の判定は省略しております。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 

④ヘッジの有効性評価の方法 

   特例処理の要件を満たす金利ス

ワップについては、ヘッジの有効

性の判定は省略しております。 

なお、ヘッジ会計を適用した金

利スワップ契約は当連結会計年度

内に満了しております。従いまし

て、連結決算日現在ではヘッジ手

段及びヘッジ対象とも消滅してお

ります。 
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第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

(5) その他第１四半期連結財務諸表作

成のための基本となる重要な事項 

①消費税等の処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

(5) その他第１四半期連結財務諸表作

成のための基本となる重要な事項 

①消費税等の処理方法 

同左 

(5) その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

①消費税等の処理方法 

同左 

５ 四半期連結キャッシュ･フロー計

算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日又は償

還日の到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資からなって

おります。 

５ 四半期連結キャッシュ･フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ･フロー計算書に

おける資金の範囲 

同左 

 

(四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更) 

 
第９期第１四半期 
連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 
連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

      （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第

５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を当第１四半期連結会計期間から

適用しております。これによる損益に

与える影響はありません。なお、従来

の「資本の部」の合計に相当する金額

は877,780千円であります。 
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注記事項 

(四半期連結貸借対照表関係) 

 
第９期第１四半期 
連結会計期間末 

（平成17年６月30日現在） 

第10期第１四半期 
連結会計期間末 

（平成18年６月30日現在） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日現在） 

※１.有形固定資産の減価償却累計額  

   57,177千円 

※１.有形固定資産の減価償却累計額  

   102,404千円 

※１.有形固定資産の減価償却累計額  

69,669千円 

※２. 当社においては運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀

行１行と当座貸越契約を締結

しております。 

   この契約に基づく当四半期会

計期間末における当座貸越契

約に係る借入金未実行残高等

は次のとおりであります。 

当座貸越極度額 200,000千円 

借入実行残高   66,668千円 

差引額       133,332千円 

※２.         ※２.         

 

(四半期連結損益計算書関係) 

 
第９期第１四半期 
連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 
連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

※１．         ※１．その他特別利益の内訳 

償却済資産の売却 548千円 

関係会社の清算 321千円 

計 870千円  

※１．         

※２．         ※２．固定資産除却損の内訳 

工具器具備品 759千円 

計 759千円  

※２．固定資産除却損の内訳 

工具器具備品 738千円 

計 738千円  
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(四半期連結株主資本等変動計算書関係) 

第10期第１四半期連結会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年６月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前連結会計年度末 

株式数（株） 

当四半期連結会計期

間増加株式数（株） 

当四半期連結会計期

間減少株式数（株） 

当四半期連結会計年

度末株式数（株） 

発行済株式     

 普通株式（注１） 56,935.2 651.28 ― 57,586.48 

合計 56,935.2 651.28 ― 57,586.48 

自己株式（注２）     

 普通株式 4.4 7.49 ― 11.89 

合計 4.4 7.49 ― 11.89 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加651.28株は、イージーシステムズ㈱との株式交換（イージーシステムズ

㈱の普通株式１株につき、当社普通株式0.066株を割当交付）による増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加は、端株の買取りによるものであります。 

 

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 

区分 
新株予約権 

の内訳 

新株予約権の 

目的となる 

株式の種類 
前連結会計 

年度末 

当第１四半期 

連結会計期間 

増加 

当第１四半期 

連結会計期間 

減少 

当第１四半

期連結会計

期間末 

当第１四半

期連結会計

期間末残高

(千円) 

提出会社

(親会社) 

ストック・オプ

ションとして

の新株予約権 

普通株式 665 ― ― 665 ― 

 

３ 配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 

第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

※  現金及び現金同等物の第１四半

期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

(平成17年６月30日現在) 

現金及び預金勘定 175,970千円 

預入れ期間が３ヵ月
を超える定期預金 △65,000千円 

現金及び現金同等物 110,970千円 
  

※  現金及び現金同等物の第１四半

期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成18年６月30日現在) 

現金及び預金勘定 1,551,539千円 

預入れ期間が３ヵ月
を超える定期預金 △25,000千円 

現金及び現金同等物 1,526,539千円 
  

※  現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成18年３月31日現在) 

現金及び預金勘定 1,833,385千円

れ預入れ期間が３ヵ月
を超える定期預金 △25,000千円

現金及び現金同等物 1,808,385千円
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(リース取引関係) 

第９期第１四半期連結会計期間（自 平成17年４月１日  至 平成17年６月30日） 

   該当事項はありません。 

 

第10期第１四半期連結会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年６月30日） 

   該当事項はありません。 

 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日） 

   該当事項はありません。 

 

 

(有価証券関係) 

第９期第１四半期連結会計期間末（平成17年６月30日現在） 

 １ 時価のある有価証券 

区分 

取得原価 

 

（千円） 

四半期連結 
貸借対照表 
計上額 
（千円） 

差額 

 

（千円） 

(1) その他有価証券    

①株式 10,000 17,280 7,280 

合計 10,000 17,280 7,280 

 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

区分 
四半期連結貸借対照表 

計上額（千円） 

(1) その他有価証券  

 ①非上場株式 206,285 

合計 206,285 

 

第10期第１四半期連結会計期間末（平成18年６月30日現在） 

 １ 時価評価されていない主な有価証券 

区分 
四半期連結貸借対照表 

計上額（千円） 

(2) その他有価証券  

 ①社債 410,000 

 ②非上場株式 581,701 

合計 991,701 
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前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

１ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

区分 

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

売却額（千円） 24,509 

売却益の合計額（千円） 14,509 

売却損の合計額（千円） ― 

 

２ 時価評価されていない有価証券 

当連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 区分 

連結貸借対照表計上額（千円） 

(1) その他有価証券  

 ① 社債 200,000 

 ② 非上場株式 206,440 

合計 406,440 

 

 

(デリバティブ取引関係) 

 

第９期第１四半期連結会計期間末（平成17年６月30日現在） 

 金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いております。 

  

第10期第１四半期連結会計期間末（平成18年６月30日現在） 

区分 種類 契約額等(千円) 

契約額等のうち

１年超 

(千円) 

時価(千円) 評価損益(千円) 

スワップ取引 

受取変動・支払固定 
27,500 17,500 △98 △98 市場取引以

外の取引 
合計 27,500 17,500 △98 △98 

（注）１．時価の算定方法については、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

   ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

 

 

前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

  金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いております。 
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(セグメント情報) 

１． 事業の種類別セグメント情報 

第９期第１四半期連結会計期間末（自 平成17年４月１日  至 平成17年６月30日） 

当社及び連結子会社の事業は、情報セキュリティ業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いま

して、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 

 

第10期第１四半期連結会計期間末（自 平成18年４月１日  至 平成18年６月30日） 

全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額に占める情報セキュリティ業ならびにこれらの付帯業務の

割合が90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております 

 

前連結会計年度末（自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日） 

当社及び連結子会社の事業は、情報セキュリティ業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いま

して、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 

 

２． 所在地別セグメント情報 

当社及び連結子会社は、第９期第１四半期連結会計期間、第10期第１四半期連結会計期間及び前連結会計年度

において在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。 

 

３． 海外売上高 

当社及び連結子会社は、第９期第１四半期連結会計期間、第10期第１四半期連結会計期間及び前連結会計年度

において海外売上がないため、該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

 

 

（注）１株当たり第１四半期（当期）純損失の算定上の基礎 

項目 

第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

四半期連結損益計算書上の

第１四半期(当期)純損失（千

円） 

234,260 248,517 445,498 

普通株式に係る第１四半期

（当期）純損失（千円） 
234,260 248,517 445,498 

普通株主に帰属しない金額

（千円） 

― ― ― 

普通株式の期中平均株式数

（株） 

56,693 57,579 56,767 

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株当

たり第１四半期純利益の算

定に含まれなかった潜在株

式の概要 

新株予約権（新株予約権の

数 900 個）及び合併により

承継した新株引受権（新株

引受権の数 6.9 個） 

新株予約権（新株予約権の

数 133 個） 

新株予約権（新株予約権の

数 606個）及び新株引受権

（新株引受権の数 3個）及

び転換社債型新株予約権

付社債に付された新株予

約権（新株予約権の数

7,283個） 

 

第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 23,334.97円 １株当たり純資産額 15,245円97銭 １株当たり純資産額 19,691円09銭 

１株当たり第１四半

期純損失 
4,132.09円 

１株当たり第１四半

期純損失 
4,316円06銭 

１株当たり当期純

損失 

7,847円81銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり第

１四半期純利益については、潜在株式

は存在するものの１株当たり第１四

半期純損失であるため記載しており

ません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

第１四半期純利益については、潜在

株式は存在するものの１株当たり

第１四半期純損失であるため記載

しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

第１四半期純利益額については、潜

在株式は存在するものの１株当た

り当期純損失であるため記載して

おりません。 
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（重要な後発事象) 

  

第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

      １ 株式会社コアサイエンスとの株

式交換 

   当社は、株式会社コアサイエ

ンスと平成18年６月30日に株式

会社コアサイエンスが当社の完

全子会社となる株式交換契約を

締結しました。当社においては、

簡易株式交換制度を利用するた

め、同株式交換について承認株

主総会決議は行っておりませ

ん。 

   なお、株式会社コアサイエン

スにおきましては、平成18年７

月３日までに全株主から株式交

換契約書の承認を受けておりま

す。 

   株式交換に関する事項の概要

は以下のとおりであります。 

(1) 株式交換の目的 

   グループ戦略を推進するうえ

で、情報セキュリティを組み込

んだシステム構築サービスを新

たに加え、ソリューション・ラ

インアップの一層の充実を図る

ことにあります。 

(2) 株式交換の方法 

当社は、株式交換の日の前日

の最終の株式会社コアサイエン

スの株主名簿に記載された又は

記録された株主と株式交換を行

います。 

(3) 株式交換の日 

   平成18年８月１日 

(4) 株式交換比率 

株式会社コアサイエンスの普

通株式１株につき、当社普通株

式1.845株を割当交付します。 

 

(5) 株式交換により発行する新株式

数 

当社普通株式 1,107株 

(6) 株式会社コアサイエンスの概要 

住所 東京都新宿区大京町23番

３四谷オーキッドビル 

代表者   小浦 正義 

資本金   30百万円 

事業の内容 システムインテグ

レーション事業 

１ イージーシステムズ株式会社と

の株式交換 

当社は、平成17年12月15日開

催の取締役会において、イージ

ーシステムズ株式会社を完全子

会社とするため、商法第358条第

1項の規定に基づき株主総会の

承認を得ることなく株式交換を

行い、これに基づいて新株式を

発行することを決議し、平成18

年4月1日付で株式交換を実施い

たしました。 

株式交換に関する事項の概要

は以下のとおりであります。 

(1) 株式交換の目的 

両社のセキュリティ技術の融

合により戦略的な情報セキュリ

ティ製品を提供し、事業領域の

拡大を飛躍的に加速させること

を目的としております。 

(2) 株式交換の方法 

当社は、株式交換の日の前日

の最終のイージーシステムズ株

式会社の株主名簿に記載された

又は記録された株主と株式交換

を行います。 

(3) 株式交換の日 

平成18年４月１日 

(4) 株式交換比率 

イージーシステムズ株式会社

の普通株式１株につき、当社普

通株式0.066株を割当交付しま

す。 

(5) 株式交換により発行する新株式     

  数 

  当社普通株式 651.28株 

(6) イージーシステムズ株式会社の

概要 

住所  東京都中央区日本橋箱

崎町41番12号日本橋第

二ﾋﾞﾙ６Ｆ 

代表者   澁谷 紳一郎 

資本金   100百万円 

事業の内容 ソフトウェア開発 
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第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

            ２ 子会社の設立 

当社は、平成18年４月24日開

催の取締役会において、下記の

とおり当社100％子会社を設立

することを決議し、平成18年４

月26日に設立いたしました。 

(1) 商号  

株式会社シーフォー ビジネ

スコンサルティング 

(2) 資本金          30百万円 

(3) 所在地   東京都品川区上大崎 

(4) 決算期            ３月末 

(5) 役員・従業員数   ５名 

(6) 事業内容 

情報セキュリティ・コンサル

ティング 

(7) 設立目的 

セキュリティ基盤の調査、分

析、情報セキュリティ・ポリシ

ーの策定、情報セキュリティ・

マネジメント・システムの構築

及び認証取得支援を行う目的で

設立。 
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第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

            ３ 合弁による子会社の設立 

当社は、平成18年４月28日開

催の取締役会において、下記の

とおり株式会社パソナテックと

の合弁により株式会社シーフォ

ー＆パソナテックマネージメン

トサービス(出資比率60％)を設

立することを決議し、平成18年

５月29日に設立いたしました。  

(1) 商号  

株式会社 シーフォー ＆ パ

ソナテック マネージメントサ

ービス 

(2) 資本金            100百万円 

(3) 所在地    東京都品川区上大崎 

(4) 決算期                ３月末 

(5) 役員・従業員数        ５名 

(6) 事業内容 

① 内部統制・コンプライアンス

強化、IT戦略に関するコンサル

ティング事業 

  ② 情報セキュリティ関連コンサ

ルティング事業 

③ システムインテグレーション

事業 

(7) 設立目的  

グループ戦略強化の策の一環

として、ITエンジニアの人材サ

ービスに特化して事業を行って

いる株式会社パソナテックとの

合弁により、ユーザーに対して

情報セキュリティ・コンサルテ

ィングのトータル・マネジメン

ト・サービスを行う予定であり

ます。 

            ４ 投資事業組合への出資 

    当社は、平成18年2月15日開催

の取締役会において、下記のと

おりCMS投資事業組合への組合

加入をすることを決議し、平成

18年5月16日に出資契約を締結

しております。 

(1) 出資先  ＣＭＳ投資事業組合 

(2) 出資日付   平成18年5月16日 

(3) 出資金額        550,000千円 
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(販売実績) 

（単位：千円） 

品目別 

第９期第１四半期 

連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成17年６月30日) 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

  至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日) 

情報セキュリティ事業    

セキュリティ製品販売 39,328 102,779 378,399 

ライセンス収入 4,259 75,872 370,857 

受託開発 6,500 5,060 30,105 

その他 25,083 27,783 131,235 

合計 75,172 211,496 910,597 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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    （訂正前）    平成平成平成平成 19191919年年年年 3333月期月期月期月期        第第第第 1111四半期財務四半期財務四半期財務四半期財務・・・・業績業績業績業績のののの概況概況概況概況（（（（連結連結連結連結））））    

    平成 18年 8月 15日   

上場会社名 株式会社シーフォーテクノロジー 
（コード番号：2355 東証マザーズ） 

（ＵＲＬ http://c4t.jp/ ）   

問 合 せ 先       代表者役職・氏名 代表取締役社長     三住 光男  
              責任者役職・氏名 専務取締役経営企画室長 安斉 浩子 TEL：（ 03 ）5447 ― 2551 
 
１．四半期連結財務情報の作成等に係る事項 

① 四半期連結財務諸表の作成基準 ： 中間連結財務諸表作成基準 
② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無 
③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ： 有 
     （内容） 

 

④ 会計監査人の関与 ： 有 
   四半期連結財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開

示等に関する規則の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基
準」に基づく意見表明のための手続きを受けております。 

 
２．平成 19年 3月期第 1四半期財務・業績の概況（平成 18年 4月 1日 ～ 平成 18年 6月 30日） 
(1) 連結経営成績の進捗状況                        （百万円未満切捨） 

 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      四 半 期 
純 利 益       

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 

19年３月期第１四半期 141 88.2 △308   － △317  － △318   － 

18年３月期第１四半期 75   － △222   － △233   － △234   － 

(参考)18年３月期 1,375  － 39  － 38  － 31  － 

 

 
１株当たり四半期 

純利益 

潜 在 株 式 調 整 後           
１株当たり四半期 

純利益 

 円    銭 円    銭 

19年３月期第１四半期 △5,531  76 － 

18年 3月期第 1四半期 △4,132    09 － 

(参考)18年３月期 559  75 491  42 

（注）売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示す 
  
［連結経営成績の進捗状況に関する定性的情報等］ 

当第 1 四半期におけるわが国経済は、設備投資の拡大や雇用情勢の改善、また堅調な個人消費により、

景気は引続き回復基調にありました。 

当社グループの属する情報セキュリティ業界におきましては、平成 21年 3月期より適用される日本版

SOX 法への取組みが上場企業で始まり、財務情報管理に関するセキュリティ・ニーズが顕在化する等、

情報セキュリティ対策への投資は増加傾向にありました。 

このような中で、当社グループといたしましては、「アライアンスパートナー戦略」及び「製品ライン

アップ拡充戦略」を基本戦略として、資本投入によるグループ企業の拡大を図る「グループ戦略」を推進

しております。その一環として、本年 4月には、セキュリティ製品開発を担うイージーシステムズ株式会

社（現 株式会社 シーフォー システムデザイン）を子会社化し、同じく 4 月には情報セキュリティ・コ

ンサルティングを専門とする株式会社 シーフォー ビジネスコンサルティング（出資比率 100%）を、5

月には情報セキュリティ・コンサルティングに関するトータル・マネジメントを行う株式会社 シーフォ

ー & パソナテック マネージメントサービス（出資比率 60%）の２社を新たに設立いたしました。さら

に、「グループ戦略」推進に向け、有望なベンチャー企業への投資を行なうため、CMS投資事業組合への

出資契約を締結いたしました。以上が当第 1四半期より新たな連結対象となりました。 

・連結（新規）４社 ・持分法（新規）－社（除外）－社 
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また、当社は、情報セキュリティのコア技術の研究開発とライセンスビジネス、ならびにグループの司

令塔として、株式会社 シーフォー セールスサポート（旧 株式会社セーフリード）は、グループの製品

販売の主軸として、それぞれグループ各社の役割と責任を明確化した体制を確立いたしました。これによ

り、「情報セキュリティのトータル・ソリューション・プロバイダー」の実現へ着実に前進いたしました。 

これらの結果、情報セキュリティ製品の拡販に努めたことや、イージーシステムズ株式会社（現 株式

会社 シーフォー システムデザイン）等の新規連結に伴い、売上高は前年同期比 88.2%増の 1億 41百万

円となりました。 

ソフトウェア償却費や人件費等の固定費負担、また、当第１四半期に設立しました子会社においては、

事業開始に伴う先行投資もあり、営業損失は 3億 8百万円(前年同期営業損失 2億 22百万円)、経常損失

は 3億 17百万円(前年同期経常損失 2億 33百万円)、第１四半期純損失は 3億 18百万円(前年同期四半期

純損失 2億 34百万円)となりましたが、ほぼ計画通り進捗いたしました。 

なお、個別財務諸表数値につきましても、製品販売が伸びたことにより売上高が増加し、当第１四半期

の売上高は 1億 24百万円（前年同期比 83.8%増）となりました。これにより、営業損失は 1億 63百万(前

年同期営業損失 1億 94百万円)、経常損失は 1億 50百万円(前年同期経常損失 1億 95百万円)、第１四半

期純損失は 1億 51百万円(前年同期四半期純損失 1億 96百万円）となり、前年同期に比べ着実に改善し

ました。 
 
(2) 連結財政状態の変動状況 

 総 資 産 純資産 自己資本比率 
１株当たり 

純資産 
 百万円 百万円 ％ 円    銭 

19年３月期第１四半期 5,151 1,329 24.9 22,319  81 

18年 3月期第 1四半期 1,998 1,322 66.2 23,334    97 

(参考)18年３月期 5,294 1,598 30.2 28,074  50 

    
(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 

19年３月期第１四半期 110 △927 △15 1,526 

18年３月期第１四半期 △47 △192 △73 110 

(参考)18年３月期 △24 △1,365 2,773 1,808 

 
［連結財政状態の変動状況に関する定性的情報等］ 

当第 1四半期末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前期末と比べ２億 81百万

円減少の 15億 26百万円となりました。 

当第 1四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果獲得した資金は、1 億 10 百万円となりました。主な要因は、売上債権の減少であり

ます。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、9 億 27 百万円となりました。主な要因は、投資有価証券の取得、

資金の貸付及びソフトウェアの取得による支出であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、15百万円となりました。主な要因は、借入金の返済と社債の償還に

よる支出であります。 
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３．平成 19年 3月期の連結業績予想（平成 18年 4月 1日 ～ 平成 19年 3月 31日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

中  間  期 1,210 △62 △65 

通     期 4,050 160 145 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）2,518円 47銭 
 

［業績予想に関する定性的情報等］ 

当社グループの属する情報セキュリティ業界におきましては、企業の情報保護対策や、事業継続の確保

等の観点から、今後も情報セキュリティ技術の活用がますます促進されるものと思われます。 

このような経営環境のもと、当社グループは、基本戦略である「アライアンスパートナー戦略」及び「製

品ラインアップ拡充戦略」と、「グループ戦略」の推進に注力し、グループ機能強化による効率的な事業

体制を構築し、新規アライアンスパートナーの獲得による販売チャネルの拡大、市場ニーズに合致した製

品・サービスの提供力の向上により、中期経営計画で掲げた「情報セキュリティのトータル・ソリューシ

ョン・プロバイダー」を実現してまいります。 

 

当社では、本年 6月 30日に発表しております「株式交換による株式会社コアサイエンスの完全子会社

化に関するお知らせ」におきまして、同社（現 株式会社 シーフォー ビジネスインテグレーション）が

連結対象となり、同社の損益が下期から連結損益計算書に反映されるため、通期の連結業績予想の修正（売

上高 39億 50百万円、経常利益 1億 54百万円、当期純利益 1億 44百万円）を開示しておりますが、こ

のたび、同社の子会社化に伴う相乗効果を考慮し、あらためて、通期の連結業績予想を、上記のとおり売

上高 40億 50百万円、経常利益 1億 60百万円、当期純利益 1億 45百万円に修正いたしました。 

なお、中間期におきましては、同社の損益は反映されませんので、中間期の連結業績予想につきまして

は、本年 5月 17日に公表しております業績予想に変更はございません。 

 

また、個別の業績予想につきましても、株式会社 シーフォー ビジネスインテグレーションの子会社化

に伴う当社製品・サービスの販売拡大による売上高の増加を見込んでおります。一方で、当社のグループ

戦略推進の一環として、各社の機能集約化を図るため、当社において行なっていた受託開発業務等を株式

会社 シーフォー ビジネスインテグレーションに移管することを予定しており、これによる相殺分を勘案

した結果、個別の業績予想の変更は行なわないことといたしました。 

 

※上記予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、リスクや不確定

要素等の要因が含まれており、実際の業績は上記予想数値と異なる可能性があります。 
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四半期連結財務諸表等四半期連結財務諸表等四半期連結財務諸表等四半期連結財務諸表等    

(1) 四半期連結貸借対照表 

 

 

 

第９期第１四半期 

連結会計期間末 

（平成17年6月30日現在） 

第10期第１四半期 

連結会計期間末 

（平成18年6月30日現在） 

前事業年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成18年３月31日現在） 

科目 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(資産の部)       
   

Ⅰ 流動資産           

 １ 現金及び預金   175,970   1,551,539   1,833,385  

 ２ 売掛金   95,686   317,227   798,576  

 ３  たな卸資産   93,300   236,607   145,269  

 ４ 短期貸付金   120,498   457,205   404,761  

 ５ その他   52,651   255,379   14,298  

   貸倒引当金   ―   △27,772   ―  

   流動資産合計   538,106 26.9  2,790,187 54.2  3,196,291 60.4

Ⅱ 固定資産        

 １ 有形固定資産 ※1  55,151 2.8  50,706 1.0  45,452 0.8

 ２ 無形固定資産        

    (１)ソフトウェア   1,019,710  1,044,612  974,028 

  (２)連結調整勘定   ―  90,307  ― 

    (３)その他   702  654  122 

無形固定資産合計   1,020,413 51.0  1,135,575 22.0  974,151 18.4

 ３ 投資その他の資産        

(１)投資有価証券   223,565  991,701   1,008,315  

  (２)長期性預金   100,000   ―   ―  

    (３)その他   61,414   198,703   70,027  

    貸倒引当金   ―   △15,244   ―  

投資その他の資産合計   384,979 19.3  1,175,160 22.8  1,078,342 20.4

   固定資産合計   1,460,543 73.1  2,361,442 45.8  2,097,946 39.6

   資産合計   1,998,650 100.0  5,151,630 100.0  5,294,237 100.0
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第９期第１四半期 

連結会計期間末 

（平成17年6月30日現在） 

第10期第１四半期 

連結会計期間末 

（平成18年6月30日現在） 

前事業年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)  
         

Ⅰ 流動負債          

 １ 買掛金   39,324  202,724   221,058 

 ２ 短期借入金 ※２  66,668  ―   72,600 

３ 一年以内返済 

長期借入金 

 

 
 98,270  119,304   40,000 

  ４ 一年以内償還社債   40,000  40,000   7,074 

 ５ 賞与引当金   5,250  3,660   9,240 

 ６ その他   76,122  132,273   71,061 

   流動負債合計   325,635 16.3  497,961 9.7  421,034 7.9

Ⅱ 固定負債         

  １  社債   280,000  240,000   260,000 

 ２ 転換社債型 

新株予約権付社債 
  ―  3,000,000   3,000,000 

 ３  長期借入金   67,100  84,621   14,900 

 ４ その他   2,962  ―   ― 

   固定負債合計   350,062 17.5  3,324,621 64.5  3,274,900 61.9

   負債合計   675,697 33.8  3,822,582 74.2  3,695,934 69.8

         

（純資産の部）         

Ⅰ 株主資本         

 １ 資本金   ― ―  1,306,084 25.3  ― ―

 ２ 資本剰余金   ― ―  1,028,473 20.0  ― ―

 ３ 利益剰余金   ― ―  △1,046,898 △20.3  ― ―

 ４ 自己株式   ― ―  △2,605 △0.1  ― ―

   株主資本合計   ― ―  1,285,054 24.9  ― ―

Ⅱ 少数株主持分   ― ―  43,993 0.9  ― ―

   純資産合計   ― ―  1,329,047 25.8  ― ―

   負債、純資産合計   ― ―  5,151,630 100.0  ― ―
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第９期第１四半期 

連結会計期間末 

（平成17年6月30日現在） 

第10期第１四半期 

連結会計期間末 

（平成18年6月30日現在） 

前事業年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成18年３月31日現在） 

科目 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

（少数株主持分）           

  少数株主持分   ― ―  ― ―  ― ―

          

(資本の部)          

Ⅰ 資本金   1,298,817 65.0  ― ―  1,306,084 24.6

Ⅱ 資本剰余金   1,014,312 50.8  ― ―  1,021,584 19.3

Ⅲ 利益剰余金   △994,416 △49.8  ― ―  △728,380 △13.7

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

  4,317 0.2  ― ―  ― ―

Ⅴ 自己株式   △78 △0.0  ― ―  △985 △0.0

    資本合計   1,322,952 66.2  ― ―  1,598,303 30.2

負債、少数株主持分 

及び資本合計 
  1,998,650 100.0  ― ―  5,294,237 100.0
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(2) 四半期連結損益計算書 

 

第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年６月30日 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

   至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 

   至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

          

Ⅰ 売上高   75,172 100.0 141,496 100.0  1,375,647 100.0

Ⅱ 売上原価   86,400 114.9 144,998 102.5  507,005 36.9

   売上総利益又は損失(△)   △11,227 △14.9 △3,502 △2.5  868,641 63.1

Ⅲ  販売費及び一般管理費       

 １ 役員報酬 24,970  40,840 97,371 

 ２ 給与手当 60,361  101,615 286,274 

 ３ 減価償却費 29,384  21,024 62,660 

 ４ 賞与引当金繰入額  3,501   2,841 5,730 

 ５ その他  93,072 211,290 281.1 138,629 304,951 215.5 377,252 829,288 60.2

   営業利益又は損失(△)  △222,518 △296.0 △308,454△218.0  39,353 2.9

Ⅳ 営業外収益      

 １ 受取利息  578   2,399  4,119 

 ２ 受取配当金  ―   183  ― 

 ３ その他  157 736 1.0 1,168 3,751 2.7 18,662 22,781 1.6

Ⅴ 営業外費用      

 １ 支払利息  1,239   2,667  7,255 

 ２ 社債利息  975   ―  10,390 

 ３ 為替差損  ―   1,599  ― 

 ４ 持分法による投資損失  9,624  6,613 6,041 

 ５ その他  ― 11,839 15.8 2,275 13,155 9.3 ― 23,687 1.7

   経常利益又は損失(△)  △233,621 △310.8 △317,859△224.6  38,447 2.8
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第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年６月30日 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

    

Ⅵ 特別利益    

１ その他特別利益 ※１ ― ― ― 870 870 0.6 ― ― ―

Ⅶ 特別損失      

１ 関係会社株式売却損  ―   ―  3,334 

２ 固定資産除却損 ※２ ― ― ― 759 759 0.6 738 4,073 0.3

税金等調整前第１四半期

(当期)純利益又は純損失

(△) 

 △233,621 △310.8 △317,748△224.6  34,374 2.5

法人税、住民税及び事業税  639   775  2,599 

法人税等調整額  ― 639 0.8 ― 775 0.5 ― 2,599 0.2

少数株主損失  ― ― 6 0.0  ― ―

第１四半期(当期)純利益

又は純損失(△) 
 △234,260 △311.6 △318,517△225.1  31,775 2.3
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(3) 四半期連結剰余金計算書 

  

 第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年６月30日） 

前連結会計年度の 

連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1,014,162  1,014,162 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１ 新株予約権の行使による新株の
発行 

 150  7,200  

２ 新株引受権の行使による新株の
発行 

 ― 150 222 7,422 

Ⅲ 資本剰余金第１四半期末残高   1,014,312  1,021,584 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △760,156  △718,213 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１ 当期純利益 ― ― 31,775 31,775 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

 １ 第１四半期純損失  234,260  ―  

２ 連結子会社増加による 
   利益剰余金減少高 

 ―  4,917  

３ 持分法適用会社増加による利益
剰余金減少高  

 ― 234,260 37,024 41,942 

Ⅳ 利益剰余金第１四半期末残高   △994,416  △728,380 
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(4) 四半期連結株主資本等変動計算書 

第10期第１四半期連結会計期間(自 平成18年４月１日至 平成18年６月30日)       （単位：千円） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益 

剰余金 

 

資本金 

資本準備金 
資本剰余金 

合計 
利益準備金 

繰越利益 

剰余金 

利益剰余金 

合計 

自己株式 
株主資本 

合計 

前期末残高 1,306,084 1,021,584 1,021,584 100 △728,480 △728,380 △985 1,598,303 

当四半期 
変動額 

        

新株の発行 
（株式交換） 

― 6,888 6,888 ― ― ― ― 6,888 

四半期純利益 ― ― ― ― △318,517 △318,517 ― △318,517 

自己株式 
の取得 

― ― ― ― ― ― △1,620 △1,620 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
― ― ― ― ― ― ― ― 

当四半期変動額 
合計額 

― 6,888 6,888 ― △318,517 △318,517 △1,620 △313,249 

当四半期末残高 1,306,084 1,028,473 1,028,473 100 △1,046,998 △1,046,898 △2,605 1,285,054 

         

 

 
少数株主 

持分 
純資産合計 

前期末残高 ― 1,598,303 

当四半期 
変動額 

  

新株の発行 
（株式交換） 

― 6,888 

四半期純利益 ― △318,517 

自己株式 
の取得 

― △1,620 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
43,993 43,993 

当四半期変動額 
合計額 

43,993 △285,016 

当四半期末残高 43,993 1,329,047 
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（5） 四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

  

第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度の要約連結 

キャッシュ・フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

 １ 税金等調整前第１四半期(当期) 

純利益又は損失 

 

 
△233,621 △317,748 34,374 

 ２ 減価償却費  99,184 122,704 398,176 

 ３ 連結調整勘定償却額  ― 4,753 ― 

 ４ 賞与引当金の減少額  △3,390 △5,580 600 

 ５ 受取利息及び受取配当金  △578 △2,582 △4,119 

 ６ 支払利息  2,214 2,667 7,255 

 ７ 持分法による投資損失  9,624 6,613 10,390 

 ８ 固定資産除却損  ― 759 738 

 ９ 売上債権の減少額  90,814 602,149 △609,834 

10 たな卸資産の増加額  △33,017 △43,263 △84,986 

 11 仕入債務の減少額  △23,206 △70,839 158,526 

 12 その他  48,436 △184,813 71,937 

    小計  △43,537 114,819 △16,941 

 13 利息及び配当金の受取額  351 197 2,837 

 14 利息の支払額  △1,685 △2,147 △7,048 

 15 法人税等の支払額  △2,801 △2,340 △3,110 

 営業活動によるキャッシュ・フロー  △47,672 110,529 △24,263 

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー     

 １ 有形固定資産の取得による支出  △4,711 △4,084 △13,750 

 ２ 無形固定資産の取得による支出  △93,455 △63,304 △333,479 

 ３ 貸付による支出 △152,187 △315,000 △705,267 

 ４ 貸付金の回収による収入 61,818 700 330,636 

 ５ 投資有価証券の取得による支出 ― △540,000 △820,000 

 ６ 株式交換による子会社資金受入額 ― 34,862 ― 

 ７ その他  △4,020 △40,295 176,023 

 投資活動によるキャッシュ・フロー  △192,556 △927,121 △1,365,838 
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第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度の連結 

キャッシュ・フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー     

 １ 短期借入金の純減少額 △24,999 △1,300 △91,667 

 ２ 長期借入金の返済による支出 △28,733 △36,334 △106,603 

 ３ 社債の償還による支出 △20,000 △20,000 △40,000 

 ４ 株式発行による収入 300 ― 14,839 

 ５ 自己株式の取得による支出 ― △1,620 △906 

 ６ 少数株主に対する株式の 
発行による収入 

― 44,000 ― 

 ７ その他 ― ― 2,998,193 

 財務活動によるキャッシュ・フロー △73,432 △15,254 2,773,856 

Ⅳ  現金及び現金同等物の減少額 △313,661 △831,845 1,383,754 

Ⅴ  現金及び現金同等物の期首残高 424,631 1,808,385 421,918 

Ⅵ 新規連結に伴う現金及び現金同等物 
の増加額 

― 550,000 2,712 

Ⅶ 現金及び現金同等物の第１四半期末

(期末)残高 
※1 110,970 1,526,539 1,808,385 
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四半期連結財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数  １社 

  連結子会社の名称 

   ㈱セーフリード 

前連結会計年度において非連

結子会社であった㈱セーフリー

ドは、重要性が増したことによ

り、当第１四半期より連結の範

囲に含めて降ります。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数  ５社 

  連結子会社の名称 

㈱ シーフォー セールスサポ

ート（旧 ㈱セーフリード） 

㈱ シーフォー システムデザ

イン（旧 イージーシステム

ズ㈱） 

㈱ シーフォー ビジネスコン

サルティング 

㈱ シーフォー ＆ パソナテ

ック マネージメントサービ

ス 

ＣＭＳ投資事業組合 

㈱ シーフォー システムデザ

インは、当四半期連結会計期間

中に株式交換により完全子会社

となりましたため、当第１四半

期より連結の範囲に含めており

ます。 

㈱ シーフォー ビジネスコン

サルティングは、当四半期連結

会計期間中に当社の100%出資に

より設立したため、当第１四半

期より連結の範囲に含めており

ます。 

㈱ シーフォー ＆ パソナテッ

ク マネージメントサービスは、当

四半期連結会計期間中に株式会社

パソナテックとの合弁(出資比率

60％)により設立したため、当第１

四半期より連結の範囲に含めてお

ります。 

ＣＭＳ投資事業組合は、当四半

期連結会計期間中に出資契約を締

結したため、当第１四半期より連

結の範囲に含めております。 

なお、非連結子会社はありませ

ん。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

㈱セーフリード 

従来、非連結子会社であった

㈱セーフリードは、重要性が増

したことにより、当連結会計年

度より連結の範囲に含めており

ます。 

なお、非連結子会社はありま

せん。 
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第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した関連会社の数  

２社 

  持分法適用の関連会社の名称 

   ㈱カネット 

   ネクスト・イット㈱ 

  従来、関連会社であったメデ

ィカル・データ・ビジョン㈱は、

持分比率減少により関連会社で

はなくなったため、当第１四半

期より持分法適用の範囲から除

外しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した関連会社の数  

１社 

  持分法適用の関連会社の名称 

   ネクスト・イット㈱     

従来、関連会社であった㈱カ

ネットは、平成17年10月12日に

所有株式をすべて売却したこと

により関連会社ではなくなった

ため、当第１四半期より持分法

の適用の範囲から除外しており

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 持分法を適用しない関連会社の

名称 

   ＭＨＳダイニング㈱ 

  持分法を適用しない理由 

   持分法非適用関連会社は当四

半期連結会計期間中に持株比率

の増加により関連会社になりま

したが、第１四半期純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適用

から除外しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した関連会社の数 

２社 

持分法適用の関連会社の名称 

㈱カネット 

ネクスト・イット㈱ 

   従来、関連会社であった㈱カ

ネットは、平成17年10月12日に

所有株式をすべて売却したこと

により関連会社ではなくなった

ため、当下期より持分法の適用

の範囲から除外しております。 

   従来、関連会社であったメデ

ィカル・データ・ビジョン㈱は、

前期中において持分比率減少に

より関連会社ではなくなったた

め、当連結会計年度より持分法

適用の範囲から除外しておりま

す。 

    なお、持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会社はあり

ません。 

３ 連結子会社の四半期決算日等に

関する事項 

連結子会社の四半期決算日

は、四半期連結決算日と一致し

ております。 

３ 連結子会社の四半期決算日等に

関する事項 

   四半期決算日が四半期連結決

算日と異なる場合の内容等 

   連結子会社のうち、㈱シーフ

ォーシステムデザインの決算日

は９月末日であります。連結財

務諸表の作成にあたり、各子会

社の四半期決算日現在の財務諸

表を使用しております。ただし、

四半期決算日が四半期連結決算

日と異なる上記１社について

は、同社の仮決算に係る財務諸

表を使用しております。 

３ 連結子会社の四半期決算日等に

関する事項 

連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しており

ます。 
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第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

４ 会計処理基準に関する事項 ４ 会計処理基準に関する事項 ４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

①有価証券 

 ａその他有価証券 

  時価のあるもの 

   四半期連結会計期間末日の市

場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。 

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法を採

用しております。 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

①有価証券 

ａその他有価証券 

時価のあるもの 

――――― 

   

 

 

 

時価のないもの 

同左 

 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

①有価証券 

ａその他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用

しております。 

  時価のないもの 

同左 

 ②デリバティブ 

――――― 

②デリバティブ 

 時価法を採用しております。 

②デリバティブ 

同左 

③たな卸資産 

ａ製品 

先入先出法による原価法を採

用しております。 

ｂ仕掛品 

個別法による原価法を採用し

ております。 

 ｃ貯蔵品 

    最終仕入原価法を採用してお

ります。 

③たな卸資産 

ａ製品 

同左 

 

ｂ仕掛品 

同左 

 

 ｃ貯蔵品 

同左 

③たな卸資産 

ａ製品 

同左 

 

ｂ仕掛品 

同左 

 

 ｃ貯蔵品 

同左 
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第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

①有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりです。 

建物     ８～18年 

工具器具備品 ２～15年 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

①有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりです。 

建物     ８～18年 

工具器具備品 ２～15年 

車両運搬具       ６年 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

①有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。 

建物     ８～18年 

工具器具備品 ２～15年 

②無形固定資産 

ａ市場販売目的のソフトウェア 

販売見込期間（３年）による定

額法を採用しております。 

ｂ自社利用目的のソフトウェア 

社内における見込利用可能期

間（５年）による定額法を採用し

ております。 

ｃ著作権 

社内における見込利用可能期

間（５年）による定額法を採用し

ております。 

②無形固定資産 

ａ市場販売目的のソフトウェア 

同左 

 

ｂ自社利用目的のソフトウェア 

同左 

 

 

ｃ著作権 

同左 

 

②無形固定資産 

ａ市場販売目的のソフトウェア 

同左 

 

ｂ自社利用目的のソフトウェア 

同左 

 

 

ｃ著作権 

同左 

 

③長期前払費用 

定額法を採用しております。 

③長期前払費用 

同左 

 

③長期前払費用 

同左 

 

(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

なお、当第１四半期会計期間に

おいて計上額はありません。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

   なお、当連結会計年度におい

て計上額はありません。 

②賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるた

め、賞与支給見込額のうち当第１

四半期連結会計期間負担額を計上

しております。 

②賞与引当金 

同左 

②賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に充てる

ため、賞与支給見込額のうち当

連結会計年度負担額を計上して

おります。 
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第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

(4) 重要なヘッジ会計の方法 

①へッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。なお、特例処理の要件を満

たす金利スワップについては、特

例処理を採用しております。 

(4) 重要なヘッジ会計の方法 

①へッジ会計の方法 

同左 

(4) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワップ 

ヘッジ対象・・・借入金利息 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

③ヘッジ方針 

 金利変動リスクのヘッジ、資金

調達コストの低減等を目的として

金利スワップ取引を利用すること

としており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。 

③ヘッジ方針 

同左 

③ヘッジ方針 

同左 

④ヘッジの有効性評価の方法 

   特例処理の要件を満たす金利ス

ワップについては、ヘッジの有効

性の判定は省略しております。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 

④ヘッジの有効性評価の方法 

   特例処理の要件を満たす金利ス

ワップについては、ヘッジの有効

性の判定は省略しております。 

なお、ヘッジ会計を適用した金

利スワップ契約は当連結会計年度

内に満了しております。従いまし

て、連結決算日現在ではヘッジ手

段及びヘッジ対象とも消滅してお

ります。 
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第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

(5) その他第１四半期連結財務諸表作

成のための基本となる重要な事項 

①消費税等の処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

(5) その他第１四半期連結財務諸表作

成のための基本となる重要な事項 

①消費税等の処理方法 

同左 

(5) その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

①消費税等の処理方法 

同左 

５ 四半期連結キャッシュ･フロー計

算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日又は償

還日の到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資からなって

おります。 

５ 四半期連結キャッシュ･フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ･フロー計算書に

おける資金の範囲 

同左 

 

(四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更) 

 
第９期第１四半期 
連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 
連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第

５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を当第１四半期連結会計期間から

適用しております。これによる損益に

与える影響はありません。なお、従来

の「資本の部」の合計に相当する金額

は1,285,054千円であります。 

――――― 
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注記事項 

(四半期連結貸借対照表関係) 

 
第９期第１四半期 
連結会計期間末 

（平成17年６月30日現在） 

第10期第１四半期 
連結会計期間末 

（平成18年６月30日現在） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日現在） 

※１.有形固定資産の減価償却累計額  

   57,177千円 

※１.有形固定資産の減価償却累計額  

   102,404千円 

※１.有形固定資産の減価償却累計額  

69,669千円 

※２. 当社においては運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀

行１行と当座貸越契約を締結

しております。 

   この契約に基づく当四半期会

計期間末における当座貸越契

約に係る借入金未実行残高等

は次のとおりであります。 

当座貸越極度額 200,000千円 

借入実行残高   66,668千円 

差引額       133,332千円 

※２.    ――――― ※２.    ――――― 

 

(四半期連結損益計算書関係) 

 
第９期第１四半期 
連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 
連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

※１．   ――――― ※１．その他特別利益の内訳 

償却済資産の売却 548千円 

関係会社の清算 321千円 

計 870千円  

※１．   ―――――  

※２．   ――――― ※２．固定資産除却損の内訳 

工具器具備品 759千円 

計 759千円  

※２．固定資産除却損の内訳 

工具器具備品 738千円 

計 738千円  
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(四半期連結株主資本等変動計算書関係) 

第10期第１四半期連結会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年６月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前連結会計年度末 

株式数（株） 

当四半期連結会計期

間増加株式数（株） 

当四半期連結会計期

間減少株式数（株） 

当四半期連結会計年

度末株式数（株） 

発行済株式     

 普通株式（注１） 56,935.2 651.28 ― 57,586.48 

合計 56,935.2 651.28 ― 57,586.48 

自己株式（注２）     

 普通株式 4.4 7.49 ― 11.89 

合計 4.4 7.49 ― 11.89 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加651.28株は、イージーシステムズ㈱との株式交換（イージーシステムズ

㈱の普通株式１株につき、当社普通株式0.066株を割当交付）による増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加は、端株の買取りによるものであります。 

 

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 

区分 
新株予約権 

の内訳 

新株予約権の 

目的となる 

株式の種類 
前連結会計 

年度末 

当第１四半期 

連結会計期間 

増加 

当第１四半期 

連結会計期間 

減少 

当第１四半

期連結会計

期間末 

当第１四半

期連結会計

期間末残高

(千円) 

提出会社

(親会社) 

ストック・オプ

ションとして

の新株予約権 

普通株式 665 ― ― 665 ― 

 

３ 配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 

第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

※  現金及び現金同等物の第１四半

期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

(平成17年６月30日現在) 

現金及び預金勘定 175,970千円 

預入れ期間が３ヵ月
を超える定期預金 △65,000千円 

現金及び現金同等物 110,970千円 
  

※  現金及び現金同等物の第１四半

期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成18年６月30日現在) 

現金及び預金勘定 1,551,539千円 

預入れ期間が３ヵ月
を超える定期預金 △25,000千円 

現金及び現金同等物 1,526,539千円 
  

※  現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成18年３月31日現在) 

現金及び預金勘定 1,833,385千円

れ預入れ期間が３ヵ月
を超える定期預金 △25,000千円

現金及び現金同等物 1,808,385千円
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(リース取引関係) 

第９期第１四半期連結会計期間（自 平成17年４月１日  至 平成17年６月30日） 

   該当事項はありません。 

 

第10期第１四半期連結会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年６月30日） 

   該当事項はありません。 

 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日） 

   該当事項はありません。 

 

 

(有価証券関係) 

第９期第１四半期連結会計期間末（平成17年６月30日現在） 

 １ 時価のある有価証券 

区分 

取得原価 

 

（千円） 

四半期連結 
貸借対照表 
計上額 
（千円） 

差額 

 

（千円） 

(1) その他有価証券    

①株式 10,000 17,280 7,280 

合計 10,000 17,280 7,280 

 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

区分 
四半期連結貸借対照表 

計上額（千円） 

(1) その他有価証券  

 ①非上場株式 206,285 

合計 206,285 

 

第10期第１四半期連結会計期間末（平成18年６月30日現在） 

 １ 時価評価されていない主な有価証券 

区分 
四半期連結貸借対照表 

計上額（千円） 

(2) その他有価証券  

 ①社債 410,000 

 ②非上場株式 581,701 

合計 991,701 
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前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

１ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

区分 

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

売却額（千円） 24,509 

売却益の合計額（千円） 14,509 

売却損の合計額（千円） ― 

 

２ 時価評価されていない有価証券 

当連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 区分 

連結貸借対照表計上額（千円） 

(1) その他有価証券  

 ① 社債 200,000 

 ② 非上場株式 756,440 

合計 956,440 

 

 

(デリバティブ取引関係) 

 

第９期第１四半期連結会計期間末（平成17年６月30日現在） 

 金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いております。 

  

第10期第１四半期連結会計期間末（平成18年６月30日現在） 

区分 種類 契約額等(千円) 

契約額等のうち

１年超 

(千円) 

時価(千円) 評価損益(千円) 

スワップ取引 

受取変動・支払固定 
27,500 17,500 △98 △98 市場取引以

外の取引 
合計 27,500 17,500 △98 △98 

（注）１．時価の算定方法については、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

   ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

 

 

前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

  金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いております。 
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(セグメント情報) 

１． 事業の種類別セグメント情報 

第９期第１四半期連結会計期間末（自 平成17年４月１日  至 平成17年６月30日） 

当社及び連結子会社の事業は、情報セキュリティ業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いま

して、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 

 

第10期第１四半期連結会計期間末（自 平成18年４月１日  至 平成18年６月30日） 

全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額に占める情報セキュリティ業ならびにこれらの付帯業務の

割合が90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております 

 

前連結会計年度末（自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日） 

当社及び連結子会社の事業は、情報セキュリティ業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いま

して、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 

 

２． 所在地別セグメント情報 

当社及び連結子会社は、第９期第１四半期連結会計期間、第10期第１四半期連結会計期間及び前連結会計年度

において在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。 

 

３． 海外売上高 

当社及び連結子会社は、第９期第１四半期連結会計期間、第10期第１四半期連結会計期間及び前連結会計年度

において海外売上がないため、該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

 

 

（注）１株当たり第１四半期（当期）純損失（純利益）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

項目 

第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

四半期連結損益計算書上の

第１四半期(当期)純利益又

は純損失（千円） 

△234,260 △318,517 31,775 

普通株式に係る第１四半期

純損失（千円） 
△234,260 △318,517 31,775 

普通株主に帰属しない金額

（千円） 

― ― ― 

普通株式の期中平均株式数

（株） 

56,693 57,579 56,767 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に用いら

れた当期純利益調整額の主

要な内訳（千円） 

― ― 

 

― 

当期純利益調整額（千円） ― ― ― 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に用いら

れた普通株式増加数の主要

な内訳 

 新株引受権 

 新株予約権 

  転換社債型新株予約権付

社債 

― ―  

 

 

 

3 

606 

7,283 

普通株式増加数（株） ― ― 7,892 

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株当

たり第１四半期純利益の算

定に含まれなかった潜在株

式の概要 

新株予約権（新株予約権の

数 900 個）及び合併により

承継した新株引受権（新株

引受権の数 6.9 個） 

新株予約権（新株予約権の

数 133 個） 

――――― 

 

第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 23,334.97円 １株当たり純資産額 22,319円81銭 １株当たり純資産額 28,074円50銭 

１株当たり第１四半

期純損失 
4,132.09円 

１株当たり第１四半

期純損失 
5,531円76銭 

１株当たり当期純

利益 

559円75銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり第

１四半期純利益については、１株当た

り第１四半期純損失であるため記載

しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

第１四半期純利益については、１株

当たり第１四半期純損失であるた

め記載しておりません。 

潜在株式調整後 

１株当たり当期 

純利益 

491円42銭 
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（重要な後発事象) 

  

第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

――――― １ 株式会社コアサイエンスとの株

式交換 

   当社は、株式会社コアサイエ

ンスと平成18年６月30日に株式

会社コアサイエンスが当社の完

全子会社となる株式交換契約を

締結しました。当社においては、

簡易株式交換制度を利用するた

め、同株式交換について承認株

主総会決議は行っておりませ

ん。 

   なお、株式会社コアサイエン

スにおきましては、平成18年７

月３日までに全株主から株式交

換契約書の承認を受けておりま

す。 

   株式交換に関する事項の概要

は以下のとおりであります。 

(1) 株式交換の目的 

   グループ戦略を推進するうえ

で、情報セキュリティを組み込

んだシステム構築サービスを新

たに加え、ソリューション・ラ

インアップの一層の充実を図る

ことにあります。 

(2) 株式交換の方法 

当社は、株式交換の日の前日

の最終の株式会社コアサイエン

スの株主名簿に記載された又は

記録された株主と株式交換を行

います。 

(3) 株式交換の日 

   平成18年８月１日 

(4) 株式交換比率 

株式会社コアサイエンスの普

通株式１株につき、当社普通株

式1.845株を割当交付します。 

 

(5) 株式交換により発行する新株式

数 

当社普通株式 1,107株 

(6) 株式会社コアサイエンスの概要 

住所 東京都新宿区大京町23番

３四谷オーキッドビル 

代表者   小浦 正義 

資本金   30百万円 

事業の内容 システムインテグ

レーション事業 

１ イージーシステムズ株式会社と

の株式交換 

当社は、平成17年12月15日開

催の取締役会において、イージ

ーシステムズ株式会社を完全子

会社とするため、商法第358条第

1項の規定に基づき株主総会の

承認を得ることなく株式交換を

行い、これに基づいて新株式を

発行することを決議し、平成18

年4月1日付で株式交換を実施い

たしました。 

株式交換に関する事項の概要

は以下のとおりであります。 

(1) 株式交換の目的 

両社のセキュリティ技術の融

合により戦略的な情報セキュリ

ティ製品を提供し、事業領域の

拡大を飛躍的に加速させること

を目的としております。 

(2) 株式交換の方法 

当社は、株式交換の日の前日

の最終のイージーシステムズ株

式会社の株主名簿に記載された

又は記録された株主と株式交換

を行います。 

(3) 株式交換の日 

平成18年４月１日 

(4) 株式交換比率 

イージーシステムズ株式会社

の普通株式１株につき、当社普

通株式0.066株を割当交付しま

す。 

(5) 株式交換により発行する新株式     

  数 

  当社普通株式 651.28株 

(6) イージーシステムズ株式会社の

概要 

住所  東京都中央区日本橋箱

崎町41番12号日本橋第

二ﾋﾞﾙ６Ｆ 

代表者   澁谷 紳一郎 

資本金   100百万円 

事業の内容 ソフトウェア開発 
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第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

――――― ――――― ２ 子会社の設立 

当社は、平成18年４月24日開

催の取締役会において、下記の

とおり当社100％子会社を設立

することを決議し、平成18年４

月26日に設立いたしました。 

(1) 商号  

株式会社シーフォー ビジネ

スコンサルティング 

(2) 資本金          30百万円 

(3) 所在地   東京都品川区上大崎 

(4) 決算期            ３月末 

(5) 役員・従業員数   ５名 

(6) 事業内容 

情報セキュリティ・コンサル

ティング 

(7) 設立目的 

セキュリティ基盤の調査、分

析、情報セキュリティ・ポリシ

ーの策定、情報セキュリティ・

マネジメント・システムの構築

及び認証取得支援を行う目的で

設立。 
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第９期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年６月30日） 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

――――― ――――― ３ 合弁による子会社の設立 

当社は、平成18年４月28日開

催の取締役会において、下記の

とおり株式会社パソナテックと

の合弁により株式会社シーフォ

ー＆パソナテックマネージメン

トサービス(出資比率60％)を設

立することを決議し、平成18年

５月29日に設立いたしました。  

(1) 商号  

株式会社 シーフォー ＆ パ

ソナテック マネージメントサ

ービス 

(2) 資本金            100百万円 

(3) 所在地    東京都品川区上大崎 

(4) 決算期                ３月末 

(5) 役員・従業員数        ５名 

(6) 事業内容 

① 内部統制・コンプライアンス

強化、IT戦略に関するコンサル

ティング事業 

  ② 情報セキュリティ関連コンサ

ルティング事業 

③ システムインテグレーション

事業 

(7) 設立目的  

グループ戦略強化の策の一環

として、ITエンジニアの人材サ

ービスに特化して事業を行って

いる株式会社パソナテックとの

合弁により、ユーザーに対して

情報セキュリティ・コンサルテ

ィングのトータル・マネジメン

ト・サービスを行う予定であり

ます。 

――――― ――――― ４ 投資事業組合への出資 

    当社は、平成18年2月15日開催

の取締役会において、下記のと

おりCMS投資事業組合への組合

加入をすることを決議し、平成

18年5月16日に出資契約を締結

しております。 

(1) 出資先  ＣＭＳ投資事業組合 

(2) 出資日付   平成18年5月16日 

(3) 出資金額        550,000千円 
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(販売実績) 

（単位：千円） 

品目別 

第９期第１四半期 

連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成17年６月30日) 

第10期第１四半期 

連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

  至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日) 

情報セキュリティ事業    

セキュリティ製品販売 39,328 102,779 448,399 

ライセンス収入 4,259 5,872 765,907 

受託開発 6,500 5,060 30,105 

その他 25,083 27,783 131,235 

合計 75,172 141,496 1,375,647 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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